
報第２１号 

 

令和７年度酒田市一般会計継続費精算報告について 

 

  令和７年度酒田市一般会計継続費精算報告について、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により別紙のとおり報告する。 

 

令和８年８月２８日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



国県支出金 市  債 その他 国県支出金 市  債 その他 国県支出金 市  債 その他

6 74,140,000 70,400,000 3,740,000 △74, 140, 000 △70, 400, 000 △3, 740, 000

7 111,209,000 105,600,000 5,609,000 147, 400, 000 139, 900, 000 7, 500, 000 36, 191, 000 34, 300, 000 1, 891, 000

計 185,349,000 176,000,000 9,349,000 147, 400, 000 139, 900, 000 7, 500, 000 △37, 949, 000 △36, 100, 000 △1, 849, 000

6 55, 295, 000 55, 200, 000 95, 000 36, 388, 000 36, 300, 000 88, 000 △18, 907, 000 △18, 900, 000 △7, 000

7 82, 942, 000 82, 900, 000 42, 000 92, 477, 000 92, 400, 000 77, 000 9, 535, 000 9, 500, 000 35, 000

計 138, 237, 000 138, 100, 000 137, 000 128, 865, 000 128, 700, 000 165, 000 △9, 372, 000 △9, 400, 000 28, 000
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報第２ ２ 号 

 

令和７ 年度酒田市財政健全化判断比率及び資金不足比率 

の報告について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する 法律（ 平成１ ９ 年法律第９ ４ 号） 第３ 条

第１ 項及び第２ ２ 条第１ 項の規定によ り 、 令和７ 年度決算に基づく 酒田市財政健

全化判断比率及び資金不足比率を 別紙のと おり 監査委員の意見を 付け て 報告す

る 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ 別紙）

（ 単位： ％）

健全化判断比率 令和７ 年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 -       11. 82 20. 00

連結実質赤字比率 -       16. 82 30. 00

実質公債費比率        8. 1       25. 0 35. 0

将来負担比率        3. 1      350. 0

※実質赤字比率又は連結実質赤字比率について、 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、 「 －」 と

　 記載し ている 。

（ 単位： ％）

公営企業会計
令和７ 年度

資金不足比率
経営健全化基準

水道事業会計 -

下水道事業会計 -

風力発電事業特別会計 -

定期航路事業特別会計 -
※資金不足額が発生し ない限り 比率がないも のと さ れ「 －」 と 記載し ている 。

令和７ 年度酒田市財政健全化判断比率及び資金不足比率報告書

１ 　 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第３ 条第１ 項の規定に基づく 健全化判断
　 比率について

２ 　 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第２ ２ 条第１ 項の規定に基づく 資金不足
　 比率について

 20. 0



 

 

 

 

令 和 ７ 年 度 
 

 

 

 

 

 

 

酒田市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酒 田 市 監 査 委 員
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監 発 第 ３ ７ 号 

令和８ 年８ 月７ 日 

 

 

酒田市長  矢 口 明 子  様 

 

 

                            酒田市監査委員 大 石  薫 

（ 公 印 省 略）  

                            酒田市監査委員  田 中  斉 

（ 公 印 省 略）  

 

 

令和７ 年度酒田市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第３ 条第１ 項及び同法第２ ２ 条第１ 項の規定によ

り 審査に付さ れた、 令和７ 年度決算に基づく 健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定

の基礎と なる 事項を記載し た書類について審査をし たので、 別紙のと おり 意見を提出し ま す。  
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健全化判断比率審査意見 

 

１  審査の対象 

令和７ 年度酒田市健全化判断比率 

その算定の基礎と なる事項を記載し た書類 

 

２  審査の期間 

令和 8 年 7 月 2 日から 令和 8 年 8 月 7 日まで 

 

３  審査の方法 

こ の審査は、 市長から 審査に付さ れた健全化判断比率の算定及びその比率の算定の基礎と

なる 事項を記載し た書類が、 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律その他関係法令等に

基づき 算定さ れ、適正に作成さ れている かを主眼と し て、関係書類と 照合審査する と と も に、

関係職員の説明を聴取し て行った。  

 

４  審査の結果 

審査に付さ れた健全化判断比率の算定及びその比率の算定の基礎と なる 事項を記載し た書

類は、 いずれも 関係法令等に準拠し て算定さ れ、 適正に作成さ れている も のと 認めら れた。  

 

健全化判断比率 
令和 6 年度 

（ ％）  

令和 7 年度 

（ ％）  

早期健全化 

基準（ ％）  

財 政 再 生

基準（ ％）  
備 考 

実質赤字比率 － － 11. 82 20. 00 実質赤字なし  

連結実質赤字比率 － － 16. 82 30. 00 連結実質赤字なし  

実質公債費比率 9. 4 8. 1 25. 0 35. 0  

将来負担比率 9. 6 3. 1 350. 0 －  

 

５  審査意見 

令和７ 年度酒田市一般会計歳入歳出決算等における 実質公債費比率及び将来負担比率は、

いずれも 早期健全化基準を下回っている が、 今後と も 健全な財政運営を推進さ れる よ う 望む

も のである 。  
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資金不足比率審査意見 

 

１  審査の対象 

令和７ 年度酒田市資金不足比率 

その算定の基礎と なる事項を記載し た書類 

 

２  審査の期間 

令和 8 年 6 月 12 日から 令和 8 年 8 月 7 日まで 

 

３  審査の方法 

こ の審査は、 市長から 審査に付さ れた資金不足比率の算定及びその比率の算定の基礎と な

る 事項を記載し た書類が、 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律その他関係法令等に基

づき 算定さ れ、 適正に作成さ れているかを主眼と し て、 関係書類と 照合審査する と と も に、

関係職員の説明を聴取し て行った。  

 

４  審査の結果 

審査に付さ れた資金不足比率の算定及びその比率の算定の基礎と なる事項を記載し た書類

は、 いずれも 関係法令等に準拠し て算定さ れ、 適正に作成さ れている も のと 認めら れた。  

 

会計名 
令和 6 年度 

（ ％）  

令和 7 年度 

（ ％）  

経営健全化 

基準（ ％）  
備 考 

酒田市水道事業会計 － － 

20. 0 

資金不足なし  

酒田市下水道事業会計 － － 資金不足なし  

酒田市風力発電事業特別会計 － － 資金不足なし  

酒田市定期航路事業特別会計 － － 資金不足なし  

 

５  審査意見 

  全ての会計において経営健全化基準によ る 資金不足は生じ ていないが、 今後と も 安定し た

経営基盤の構築を望むも のである 。  
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決 算 審 査 資 料 

 

 

目     次 

 

 

 

◇第１ 表  実質公債費比率計算書 

 

 

◇第２ 表  将来負担比率計算書 
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7年度 6, 209, 736 2, 334, 163 1, 664, 365 5, 385, 219 30, 226, 302 6. 01550 8. 1

6年度 6, 841, 980 2, 356, 632 1, 543, 805 5, 613, 126 29, 789, 778 8. 44485 9. 4

5年度 7, 505, 810 2, 240, 968 1, 554, 820 5, 844, 308 29, 622, 357 9. 87318 10. 0

7年度 2, 012, 608 321, 555 0 0 2, 334, 163

6年度 2, 098, 508 258, 121 0 3 2, 356, 632

5年度 2, 080, 464 157, 596 2, 878 30 2, 240, 968

7年度 1, 253, 162 3, 864, 383 267, 674 5, 385, 219

6年度 1, 284, 118 4, 061, 400 267, 608 5, 613, 126

5年度 1, 353, 656 4, 223, 961 266, 691 5, 844, 308

第１ 表　 実質公債費比率計算書

（ 単位　 千円・ ％)
　　　 区分
年度

Ａ 元利償還金 Ｂ 準元利償還金 Ｃ 特定財源
Ｄ 基準財政需要額

算入額
Ｅ 標準財政規模

実質公債費比率
（ 単年度）

実質公債費比率
（ 3か年平均）

Ｂ 準元利償還金の内訳
　　　 区分
年度

公営企業繰入金
一部事務組合等

負担金
公債費に準ずる
債務負担行為

一時借入金利子 計

Ｄ 元利償還金・ 準元利償還金に係る 基準財政需要額算入額の内訳
　　　 区分
年度

事業費補正
算入分

災害復旧費等
算入分

密度補正
算入分

計

　 ( Ａ 地方債の元利償還金＋Ｂ 準元利償還金) －
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ( Ｃ 特定財源＋Ｄ 元利償還金・ 準元利償還金に係る 基準財政需要額算入額)

Ｅ 標準財政規模－Ｄ 元利償還金・ 準元利償還金に係る 基準財政需要額算入額

実質公債費比率
（ 3か年平均）

×100＝
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7年度 43, 291, 656 0 15, 574, 172 0 69, 814, 731

6年度 45, 237, 328 0 16, 020, 266 0 72, 162, 573

5年度 49, 094, 390 0 17, 123, 013 0 77, 484, 830

 　 特定歳入 う ち都市計画税

7年度 12, 394, 770 11, 985, 290 6, 320, 838 30, 226, 302 5, 385, 219

6年度 11, 962, 448 10, 718, 691 5, 636, 670 29, 789, 778 5, 613, 126

5年度 13, 869, 353 11, 343, 107 5, 730, 609 29, 622, 357 5, 844, 308

Ａ 69, 814, 731 - Ｂ 781, 176
Ｃ 30, 226, 302 - Ｄ 24, 841, 083

Ａ 72, 162, 573 - Ｂ 2, 322, 297
Ｃ 29, 789, 778 - Ｄ 24, 176, 652

Ａ 77, 484, 830 - Ｂ 1, 564, 234
Ｃ 29, 622, 357 - Ｄ 23, 778, 049

第２ 表　 将来負担比率計算書

Ａ 将来負担額の内訳 （ 単位　 千円)

　　　 区分
年度

地方債現在高
債務負担行為
支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人
負担見込額

計

3, 413, 469 7, 535, 434

3, 717, 800 7, 187, 179

3, 966, 151 7, 301, 276

Ｂ 充当可能財源等の内訳

　　　 区分
年度

充当可能基金
 　 充当可能 基準財政需要額

算入見込額
合計 Ｃ 標準財政規模

Ｄ 基準財政
需要額算入額

44, 653, 495 69, 033, 555

47, 159, 137 69, 840, 276

50, 708, 136 75, 920, 596

将来負担比率（ ％）

7年度 3. 1
69, 033, 555
5, 385, 219

6年度 9. 6
69, 840, 276
5, 613, 126

5年度 6. 5
75, 920, 596
5, 844, 308

Ａ 将来負担額－Ｂ （ 充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 基準財政需要額算入見込額）

Ｃ 標準財政規模－Ｄ 元利償還金・ 準元利償還金に係る 基準財政需要額算入額
将来負担比率 ×100＝
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報第２ ３ 号 

 

地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構の令和７ 年度 

における 業務の実績に関する 評価結果について 

 

  地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構の令和７ 年度における 業務の実績に

関し て 、 地方独立行政法人法（ 平成１ ５ 年法律第１ １ ８ 号） 第２ ８ 条第１ 項第１

号の規定によ り 別添のと おり 評価を 行っ た ので、 同条第５ 項の規定によ り 報告す

る 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
 

地 方独 立 行 政法 人 山 形 県 ・ 酒 田 市 病 院 機 構 

令和７ 年度における 業務の実績に関する 評価結果 

 

 

 

 

令和８ 年８ 月 

山形県・ 酒田市 
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１ 

 

１  法人の概要（ 令和７ 年４ 月１ 日現在）  

（ １ ） 法人名等     名 称  地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構 

            代 表  理事長 島 貫 隆 夫 

住 所  山形県酒田市あき ほ町 30 番地 

（ ２ ） 設立年月日    平成 20 年４ 月１ 日 

（ ３ ） 設立団体     山形県及び酒田市 

（ ４ ） 資本金の額    196 億 2438 万 9029 円（ 令和２ 年３ 月 31 日変更）  

（ ５ ） 中期目標の期間  令和６ 年度から 令和９ 年度まで（ ４ 年間）  

（ ６ ） 目的及び業務 

ア 目 的 

地方独立行政法人法に基づき 、 医療の提供、 医療に関する 調査及び研究等を行う こ と によ り 、 庄内地域等の医療政策と し て求

めら れる 高度専門医療の提供及び当該地域における 医療水準の向上を図り 、 も って住民の健康の維持及び増進に寄与する こ と を

目的と する 。  

イ  業 務 

① 医療の提供に関する こ と 。  

② 医療に関する 調査及び研究に関する こ と 。  

③ 医療に関する 技術者の研修に関する こ と 。  

④ 医療に関する 地域への支援に関する こ と 。  

⑤ 災害時における 医療救護に関する こ と 。  

⑥ 前各号に掲げる 業務に附帯する 業務に関する こ と 。  

 

２  評価の実施根拠法 

地方独立行政法人法（ 平成 15 年法律第 118 号） 第 28 条第１ 項 

 

３  評価の対象 

令和７ 年度における 地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構の年度計画に対する 実績の状況 

※年度計画･･･中期計画に基づき 、 当該年度における 業務運営に関する 計画を定めたも の 

 



２ 

 

４  評価の趣旨 

地方独立行政法人法の規定に基づき 、 地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構（ 以下「 病院機構」 と いう 。） が、 庄内地域の中核

病院である 日本海総合病院及び日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院並びに日本海八幡ク リ ニッ ク 、 升田診療所、 青沢診療所、 松山診

療所、 地見興屋診療所及び飛島診療所（ 以下「 日本海八幡ク リ ニッ ク 等診療所」 と いう 。） を運営する にあたり 、 住民に対し て提供す

る サービス その他の業務の質の向上及び業務運営の効率化等について自主的、 継続的な見直し 及び改善を促すこ と を目的に、 設立団

体である 山形県及び酒田市が、 令和７ 年度における 病院機構の業務の実績に関し 評価を行う 。  

 

５  評価方法の概要 

（ １ ） 評価基準 

地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構 令和７ 年度の業務実績に関する 評価基準（ 別紙のと おり ）  

（ ２ ） 評価の手法 

   病院機構の自己評価結果及びこ れに対する 地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構評価委員会の参考意見を聴取し 、 こ れら を

基に評価する 。  

【 評価委員会】（ 令和８ 年７ 月２ ９ 日現在）  

 委 員 名 氏     名 役     職     等  

 委 員 長 永 瀬   智 山形大学 医学部長  

 副委員長 張 替 秀 郎 
東北大学理事・ 副学長（ 広報・ 未来型医療・ 医学／医療共創
担当） 、 東北メ ディ カル・ メ ガバンク 機構長 

 

 委  員 酒 井 朋 久 
山形県医師会 
酒田地区医師会十全堂 会長 

 

 委  員 尾 形 吉 則 
前日本公認会計士協会東北会山形県会 会長 
株式会社尾形公認会計士事務所 代表取締役 

 

 委  員 加 藤   聡 
酒田商工会議所 会頭 
加藤総業株式会社 代表取締役社長 

 
 

 委  員 白 畑 真由美 東北公益文科大学 公益学部准教授 （ 敬称略： 順不同） 
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６  評価結果 

（ １ ） 総合的な評定 

山形県及び酒田市は、 病院機構における 令和７ 年度の事業の実績について、 総合的には「 非常に優れている 」 も のと し て評価す

る 。  

 

日本海総合病院では、 救命救急センタ ーや地域医療支援病院等の指定を受ける 地域の中核病院と し て、 安全で高度かつ専門的な

急性期医療が提供さ れている 。  

マイ ナンバーカード の健康保険証利用及び電子処方箋の利用を促進し 、 地域の医療安全の向上に努めている 。  

特に、 Ｄ Ｐ Ｃ 特定病院群の適用の維持によ る 医療の質の向上を図り 、 急性期医療及び高度専門医療の適切な提供に取り 組んでい 

る 。  

日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院では、 回復期医療及び慢性期医療が適切に提供さ れている 。  

日本海八幡ク リ ニッ ク 等診療所では、 それぞれの地域における 唯一の医療機関と し て一次医療の提供及び地域住民への訪問看護

等が提供さ れている 。 また、 地域の医療需要を考慮し た体制でへき 地医療が提供さ れている 。  

さ ら に、地域医療連携推進法人日本海ヘルス ケアネッ ト への参画によ り 、人工透析の機能分担、地域フォ ーミ ュ ラ リ 、人事交流、

急性期機能の集約化、看護管理者間、介護施設間の連携強化等が行われ、地域の医療機関及び介護、福祉施設等と の連携を強化し 、

切れ目のないサービス の提供に努めている 。  

 

以上、 令和７ 年度における 業務の実績は、 引き 続き 良好であり 、 病院機構の業務運営に対する 努力について、 設立団体と し て非

常に高く 評価する も のである 。  

 

評価し た項目数 

   総項目数 45 項目【 評価 Ｓ ： 11、 Ａ ： 20、 Ｂ ： 14、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０ 】  
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（ ２ ） 中期目標期間における 財務情報及び人員に関する 情報 

区  分 令和６ 年度 令和７ 年度 令和８ 年度 令和９ 年度 

総収益（ 百万円）  25, 769 26, 405   

総費用（ 百万円）  25, 870 27, 112   

純利益（ 百万円）  ▲101 ▲708   

常勤職員数（ 人）  1, 142 1, 150   

  ※（ ３ ） の項目ごと に算出する こ と が困難である ため、 全体の情報を記載 

 

（ ３ ） 年度計画の項目毎の評定 

第１  住民に対し て提供する サービスその他の業務の質の向上に関する 目標を達成する ためと る べき 措置  

ア 評 定  

年度計画に対する 実績は計画を上回っている 。  

イ  理 由 

病院及び診療所によ る 医療機能の分担と 地域医療連携推進法人内での連携等によ り 、 効率的かつ効果的な業務運営を図り な

がら 、 地域の医療水準の向上に努めている 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 32 項目  評価 Ｓ ： 10、 Ａ ： 14、 Ｂ ： ８ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

・  日本海総合病院においてはＤ Ｐ Ｃ 特定病院群の適用維持によ る 医療の質の向上を図り 、 急性期医療及び高度専門医療の

適切な提供に取り 組んでいる 。  

・  日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院においては、 回復期医療及び慢性期医療を適切に提供し 、 目標である 回復期リ ハビ

リ テーショ ン実績指数について、 目標値を大幅に上回っている 。  

・  庄内二次医療圏で唯一の救命救急センタ ーの機能強化のため、 一般社団法人酒田地区医師会十全堂と 連携し 夜間救急の

診療体制を維持し ている 。  

・  医師・ 看護師・ 管理栄養士等が協働し 、 治療又は生活習慣改善のため、 糖尿病教室等の患者教育・ 指導を継続し て行っ

ている 。  

・  中山間地域において身体の状況や交通手段等で定期的な通院が困難な患者に対し 、 継続的な治療を行う こ と を目的と し

た医療 Ｍａ ａ Ｓ （ Mobi l i t y as a Servi ce） 事業を推進し 、 医療提供体制の拡充を図っている 。  
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・  高度専門医療等の安定的な提供を図る ため、 医師・ 薬剤師・ 看護師のほか医療職９ 職種の確保に努めている 。  

・  医師の働き 方改革を踏ま えた適切な労務管理の推進、 タ ス ク シフト ・ タ ス ク シェ アの推進を図る と と も に、 時差出勤等

の活用を推進し 、 柔軟な勤務形態の環境整備に努めている 。  

・  電子処方箋及び電子カルテ情報共有サービス 等の医療Ｄ Ｘ を促進する こ と で患者の利便性向上や医療安全の向上を図り

つつ、 こ れら の取り 組みを普及拡大し 、 医療データ の利活用を推進し ている 。  

 

第２  業務運営の改善及び効率化に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

ア 評 定 

年度計画に対する 実績は計画を上回っている 。  

イ  理 由 

診療体制の強化や、 診療報酬改定等の変化に迅速に対応する など、 収益の確保に努めている 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 ５ 項目  評価 Ｓ ： ０ 、 Ａ ： ４ 、 Ｂ ： １ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

・  新たな施設基準の取得や見直し によ る 増収を図っている 。 ま た、 収益の確保を図る ため経営戦略会議にて要件の確認及

び報告を行い、 データ 解析を進めた後、 運用改善を院内の関係部署と 連携し ながら 実施し ている 。  

・  現金支払い・ ク レジッ ト カード 支払いに加え、 後払いサービス を導入し 、 支払い方法を増やすこ と で患者の利便性を向

上さ せている 。  

・  後発医薬品数量シェ ア率について、日本海総合病院、日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院と も に目標値を上回っている 。

また、 バイ オ医薬品については、 後続品のバイ オシミ ラ ーへの切り 替えを実施し ている 。  

 

第３  予算（ 人件費の見積り を含む）、 収支計画及び資金計画 

ア 評 定 

 年度計画に対する 実績は概ね計画に合致し ている 。  

イ  理 由 

日本海総合病院、 日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院及び診療所を含む病院機構全体で概ね目標水準に近い実績を確保し 、

資金収支の均衡に努めている 。  
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ウ  評価し た項目 

① 項目数 １ 項目  評価 Ｓ ： ０ 、 Ａ ： ０ 、 Ｂ ： １ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目   

病院機構全体で目標値には届かなかったが、目標値と の乖離は１ 割以内に留まり 、概ね目標水準に近い実績を確保し ている 。  

 

第４  短期借入金の限度額 

ア 評 定 

 年度計画に対する 実績は計画を大幅に上回っている 。  

イ  理 由 

短期借入金の実績なし 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 １ 項目  評価 Ｓ ： １ 、 Ａ ： ０ 、 Ｂ ： ０ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

計画的な資金収支に努めたため、 短期借入金の必要がなかった。  

 

第５  剰余金の使途 

ア 評 定 

年度計画に対する 実績は計画を上回っている 。  

イ  理 由 

決算剰余金については、 建設改良積立金に充当し 、 将来の施設整備及び医療機器の整備に備えている 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 １ 項目   評価 Ｓ ： ０ 、 Ａ ： １ 、 Ｂ ： ０ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

病院施設等の整備に充てる ため建設改良積立金に充当し ている 。   

  

第６  料金に関する 事項 

ア 評 定 

年度計画に対する 実績は概ね計画に合致し ている 。  
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イ  理 由 

病院機構の規定に基づき 料金徴収を行っている 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 １ 項目   評価 Ｓ ： ０ 、 Ａ ： ０ 、 Ｂ ： １ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

病院機構の規定に基づき 適切に使用料を徴収し ている 。   

 

第７  その他設立団体の規則で定める 業務運営に関する 事項 

ア 評 定 

 年度計画に対する 実績は概ね計画に合致し ている 。  

イ  理 由 

地域の医療ニーズ、 医療技術の進展等を総合的に判断し 、 診療提供体制の検討・ 整備等を図っている 。  

ウ  評価し た項目 

① 項目数 ４ 項目   評価 Ｓ ： ０ 、 Ａ ： １ 、 Ｂ ： ３ 、 Ｃ ： ０ 、 Ｄ : ０   

② 特筆すべき 項目 

・ 地域の医療機関の機能分化を推進する ため、日本海酒田リ ハビリ テーショ ン病院の療養病床 35 床について休床を検討し て

いる 。  

・ 前中期目標期間の繰越積立金については、 施設の整備・ 修繕、 医療機器の購入等に充てている 。  

・ 職員が業務に専念でき る よ う 、 院内保育所及び病児・ 病後児保育事業を継続し て実施し ている 。  

 

（ ４ ） 業務運営の改善その他の措置の必要性 

な し  
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【 別紙】  

 

 

地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構 令和７ 年度の業務実績に関する 評価基準 

 

１  令和７ 年度業務の実績に関する 評価の基本方針 

令和７ 年度地方独立行政法人山形県・ 酒田市病院機構年度計画について、 その実施状況を調査・ 分析し 、 業務の実績について評価 

を行う 。  

 

２  業務の実績に関する 評価の方法 

計画に掲げた項目ごと に行う 「 項目別評価」 と 業務実績全体の状況について行う 「 全体評価」 の２ つを併せて行う も のと する 。  

（ １ ） 項目別評価は、 年度計画の個別項目毎の進捗状況について、 下記によ り 評価する も のと する 。  

  ① 業務の実施状況を幅広く 把握し 、 可能な限り 客観的な評価の実施に努める 。  

   ・ 目標数値がある 場合はその達成度合い、 定性的な目標の場合は具体的な業務実績を把握し て評価する 。  

・ 業務実績については、 その数量だけでなく 、 その質についても 考慮する 。  

・ 業務実績に影響を及ぼし た要因、 予期せぬ事情の変化等についても 考慮する 。  

② 判定基準と し て以下の５ 段階で評価し 、 原則と し てその理由を付記する 。  

（ 判定基準）  

「 Ｓ 」 ： 計画を大幅に上回っている （ 目標数値 110％超）  

「 Ａ 」 ： 計画を上回っている （ 目標数値 100％超 110％以下）  

「 Ｂ 」 ： 計画に概ね合致し ている （ 目標数値 90％超 100％以下）  

「 Ｃ 」 ： 計画をやや下回っている （ 目標数値 60％超 90％以下）  

「 Ｄ 」 ： 計画を下回っており 、 大幅な改善が必要（ 目標数値 60％以下）  

（ ２ ） 全体評価 

全体評価は、 （ １ ） の項目別評価の結果を踏ま え、 全体的な計画の進行状況や達成について、 記述式等によ り 評価する も のと

する 。  
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令和７ 年度業務実績に関する 評価 

（ 項目別評価シート ）  
 























































 

報第２ ４ 号 

 

専決事項の報告について 

 

  地方自治法（ 昭和２ ２ 年法律第６ ７ 号） 第１ ８ ０ 条第１ 項の規定によ り 、 損害

賠償の額の決定について 別紙のと おり 専決処分し た ので、 同条第２ 項の規定に

よ り 報告する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

公用車運転中の事故によ る 損害賠償の額の決定について 、 地方自治法第１ ８ ０

条第１ 項の規定によ り 専決処分し たので、 同条第２ 項の規定によ り 報告する も の

であ る 。  



 

専第１ ６ 号 

 

損害賠償の額の決定について 

 

令和８ 年３ 月２ ５ 日に飽海郡遊佐町菅里字菅野地内で発生し た公用車運転中の事

故に関する 損害賠償の額の決定について、 地方自治法（ 昭和２ ２ 年法律第６ ７ 号） 第 

１ ８ ０ 条第１ 項の規定によ り 、 次のと おり 専決処分する 。  

 

令和８ 年８ 月７ 日専決 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

被害者及び被害物件 事故発生場所 被 害 状 況 損害賠償金額 

○○○○○○○○○○ 

 

○ ○ ○ ○ 

（ 車両）  

飽海郡遊佐町菅里

字菅野３ １ ０ 番地

の３ ２   

駐車場内 

運転席側バッ ク ド

ア及びリ アバン パ

ー損傷 

２ ５ ， ４ ０ ７ 円 

 

 



 

認第 １  号 令和７ 年度酒田市一般会計歳入歳出決算の認定について 

認第 ２  号 令和７ 年度酒田市定期航路事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

認第 ３  号 令和７ 年度酒田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

認第 ４  号 令和７ 年度酒田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

認第 ５  号 令和７ 年度酒田市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

認第 ６  号 令和７ 年度酒田市風力発電事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

認第 ７  号 令和７ 年度酒田市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（ 昭和２ ２ 年法律第６ ７ 号） 第２ ３ ３ 条第３ 項の規定によ り 、 上記の歳

入歳出決算を 別紙監査委員の意見を 付けて議会の認定に付する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 



 

認第 ８  号 令和７ 年度酒田市水道事業会計決算の認定について 

認第 ９  号 令和７ 年度酒田市下水道事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（ 昭和２ ７ 年法律第２ ９ ２ 号） 第３ ０ 条第４ 項の規定によ り 、 上記

の決算を別紙監査委員の意見を 付けて議会の認定に付する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 



議第７２号 

  

酒田市立図書館設置管理条例の一部改正について 

  

酒田市立図書館設置管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  

令和８年８月２８日提出 

  

  

酒田市長 矢 口 明 子 

  

  

酒田市立図書館設置管理条例の一部を改正する条例 

 

酒田市立図書館設置管理条例（平成１７年条例第１９７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

第１条中「。以下「法」という。」を削る。 

第４条第１項中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号を第５号

とし、第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 第１８条に規定する使用料の徴収、第１９条に規定する使用料の減免、

第２０条に規定する使用料の返還その他使用料の徴収に関する業務 

第４条第２項中「第１７条第２項の規定中」を「第１７条第２項中」に、 

「、「指定管理者」」を「「指定管理者」と、第１８条第１項、第１９条及び

第２０条中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは「指定

管理者」」に改める。 

第１８条の見出し中「使用料」の次に「等」を加え、同条中「使用者」を「研

修室の使用者」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、図書館の管理を第３条の規定により指定管理者に行わせるときは、

地方自治法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者に研修室の使用に

係る使用料を当該指定管理者の収入として収受させるものとする。この場合

において、当該使用料は、別表に掲げる金額の範囲内において、あらかじめ

市長の承認を得て指定管理者が定めるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 



１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公

布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例による改正後の酒田市立図書館設置管理条例の施行に関し必要な

手続その他の行為は、この条例の施行の日前においても、行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

 地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、指定管理者に図書館の研修

室の利用に係る料金を当該指定管理者の収入として収受させることができるよ

うにするため、所要の改正を行うものである。 



議第７３号 

  

酒田市酒田駅前交流拠点施設ミライニ設置管理条例の一部改正に 

ついて 

  

酒田市酒田駅前交流拠点施設ミライニ設置管理条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

  

令和８年８月２８日提出 

  

  

酒田市長 矢 口 明 子 

  

  

酒田市酒田駅前交流拠点施設ミライニ設置管理条例の一部を改正 

する条例 

 

酒田市酒田駅前交流拠点施設ミライニ設置管理条例（平成３１年条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

 

第７条第１項第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同項第５号と

し、同項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号

を加える。 

(2) 第２１条に規定する使用料の徴収、第２２条に規定する使用料の減免、

第２３条に規定する使用料の返還その他使用料の徴収に関する業務 

第７条第２項中「第２０条第２項の規定中」を「第２０条第２項中」に改め、

「「指定管理者」と」の次に「、第２１条第１項、第２２条及び第２３条中「使

用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは「指定管理者」と」を

加える。 

第２１条の見出し中「使用料」の次に「等」を加え、同条に次の１項を加え

る。 

２ 市長は、指定管理対象施設の管理を第６条の規定により指定管理者に行わ

せるときは、地方自治法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者に指

定管理対象施設の使用に係る使用料を当該指定管理者の収入として収受させ

るものとする。この場合において、当該使用料は、別表に掲げる金額の範囲



内において、あらかじめ市長の承認を得て指定管理者が定めるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公

布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例による改正後の酒田市酒田駅前交流拠点施設ミライニ設置管理条

例（以下「新条例」という。）の施行に関し必要な手続その他の行為は、こ

の条例の施行の日前においても、行うことができる。 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の酒田市酒田駅前交流拠点

施設ミライニ設置管理条例第１７条第１項の規定によりされている許可（月

極駐車の駐車場に限る。）は、新条例の相当規定による許可とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、指定管理者にその管理する

公の施設の利用に係る料金を当該指定管理者の収入として収受させることがで

きるようにするため、所要の改正を行うものである。 



議第７４号 

  

酒田市児童発達支援センター設置管理条例の一部改正について 

  

酒田市児童発達支援センター設置管理条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

  

令和８年８月２８日提出 

  

  

酒田市長 矢 口 明 子 

  

  

酒田市児童発達支援センター設置管理条例の一部を改正する条例 

 

酒田市児童発達支援センター設置管理条例（平成１７年条例第１３７号）の

一部を次のように改正する。 

 

第３条第５号中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に

伴い、引用する条項を変更するため、所要の改正を行うものである。 



議第７ ５ 号 

 

請負契約の締結について 

 

  本市は、 酒田市立十坂小学校改修工事（ 建築工事） の請負契約を 下記のと おり

締結する も のと する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

記 

 

１  契 約 の 目 的  酒田市立十坂小学校改修工事（ 建築工事）  

２  契 約 の 方 法  条件付き 一般競争入札（ 総合評価落札方式） によ る 契約 

３  契 約 の 金 額  ２ 億８ ， ６ ０ ０ 万円 

４  契約の相手方  酒田市山居町二丁目１ ３ 番１ ８ 号 

          株式会社斉藤工業所 

          代表取締役 斉 藤  淳 

５  工 期  契約締結の日から 令和１ ０ 年３ 月１ ７ 日ま で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

 酒田市立十坂小学校改修工事（ 建築工事） の請負契約を締結する ため、 議会の議決

を 求める も のである 。  



合
併
浄
化
槽

ネ
ッ
ト
フ
ェ
ン
ス

ﾊ゙ ｯｸﾈｯﾄ

ネッ ト フェ ンス

ネッ ト フ ェ ン ス 門

防災資機材庫

市道

グラ ウ ンド

歩
道

農道巾２ . ５ ｍ

歩道

1 0 , 0 0 0

1
0

,
0

0
0

市道

防
火
用
水

食堂棟

普通教室棟3

普通教室棟2 特別教室棟

普通教室棟1

プール

屋内運動場

管理棟

ﾎ-ﾙ棟

配 置 図

凡　 例

改修工事建物

工事内容

（ １ ） 屋根全面改修　

（ ２ ） 外壁全面改修

（ ４ ） 内窓樹脂サッ シ新設

（ ３ ） 内装改修

総務常任委員協議会資料

酒田市立十坂小学校改修工事（ 建築工事）

令和 ８  年 ８  月 ２ ０  日
教育委員会教育総務課作成

N

4 



議第７ ６ 号 

 

請負契約の締結について 

 

  本市は、 酒田市立十坂小学校改修工事（ 電気設備工事） の請負契約を 下記のと

おり 締結する も のと する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

記 

 

１  契 約 の 目 的  酒田市立十坂小学校改修工事（ 電気設備工事）  

２  契 約 の 方 法  条件付き 一般競争入札（ 総合評価落札方式） によ る 契約 

３  契 約 の 金 額  ２ 億１ ， ４ ５ ０ 万円 

４  契約の相手方  酒田市大浜一丁目４ 番５ ７ 号 

          電機鉄工・ 五十嵐工業特定建設工事共同企業体 

          代表者 電機鉄工株式会社 

              代表取締役 瀬 尾 郁 矢 

５  工 期  契約締結の日から 令和１ ０ 年３ 月１ ７ 日ま で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

 酒田市立十坂小学校改修工事（ 電気設備工事） の請負契約を 締結する ため、 議会の

議決を 求める も のである 。  



合
併
浄
化
槽

ネ
ッ
ト
フ
ェ
ン
ス

ﾊ゙ ｯｸﾈｯﾄ

ネッ ト フェ ンス

ネッ ト フ ェ ン ス 門

防災資機材庫

市道

グラ ウ ンド

歩
道

農道巾２ . ５ ｍ

歩道

1 0 , 0 0 0

1
0

,
0

0
0

市道

防
火
用
水

食堂棟

普通教室棟3

普通教室棟2 特別教室棟

普通教室棟1

プール

屋内運動場

管理棟

ﾎ-ﾙ棟

配 置 図

凡　 例

改修工事建物

N

工事内容

（ １ ） 照明設備改修

（ ２ ） 受変電設備改修

（ ３ ） 幹線設備改修

（ ４ ） 通信設備改修

酒田市立十坂小学校改修工事（ 電気設備工事）

総務常任委員協議会資料
教育委員会教育総務課作成
令和 ８  年 ８  月 ２ ０  日

4 



議第７ ７ 号 

 

物品の取得について 

 

  本市は、 Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ール用タ ブレ ッ ト 端末を 更新する た め、 下記のと おり 取

得する も のと する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

記 

 

１  取 得 の 目 的  Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ール用タ ブレ ッ ト 端末の購入 

２  取 得 物 品  Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ール用タ ブレ ッ ト 端末 ６ ， ７ １ ０ 台 

３  取 得 の 方 法  随意契約によ る 取得 

４  取 得 の 金 額  ４ 億７ ， ９ ７ ６ 万５ ， ０ ０ ０ 円 

５  取得の相手方  山形市薬師町二丁目１ ８ 番１ 号 

          Ｎ Ｔ Ｔ 東日本株式会社山形支店 

          支店長 五十嵐 麻 衣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

 Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ール用タ ブレ ッ ト 端末を 更新し 取得する ため、議会の議決を 求める も

のである 。  



議第７ ８ 号 

 

請負契約の変更について 

 

  本市は、 令和７ 年議第１ ０ ８ 号、 令和８ 年報第４ 号によ り 議決を 得た 請負契約

（ 公共土木施設災害復旧事業令和７ 年度公共災害復旧工事（ 第１ 工区）） の契約

金額を 下記のと おり 変更する も のと する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

記 

 

「 ３  契約の金額 ２ 億６ ， ３ ８ ９ 万円」 を「 ３  契約の金額 ２ 億９ ， ８ １ ８ 万 

１ ， ４ ０ ０ 円」 に変更する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

 Ｔ ＆日本メ ン テ開発株式会社と 請負契約を 締結し た公共土木施設災害復旧事業令

和７ 年度公共災害復旧工事（ 第１ 工区） において、 工事作業員の確保等に要する 経費

を 増額する ため、 請負契約の金額を変更する こ と について、 議会の議決を 求める も の

である 。  



議第７ ９ 号 

 

令和７ 年度酒田市水道事業会計未処分利益剰余金の 

処分について 

 

  令和７ 年度酒田市水道事業会計未処分利益剰余金１ 億５ ， ４ ４ ７ 万２ ， ３ ７ ９

円のう ち ２ ， ３ ４ ４ 万１ ， ２ ４ １ 円を 資本金に組み入れ、 残余を 繰り 越すも のと

する 。  

 

令和８ 年８ 月２ ８ 日提出 

 

 

酒田市長 矢 口 明 子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 提案理由）  

 令和７ 年度酒田市水道事業会計における 未処分利益剰余金を 処分する ため、地方公

営企業法第３ ２ 条第２ 項の規定によ り 、 議会の議決を 求める も のである 。  



令和７年度　酒田市水道事業剰余金処分計算書

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 16,389,173,862 906,978 154,472,379

議会の議決による処分額 23,441,241 0 △ 23,441,241

建設改良積立金の積立 0 0 0

資本金への組入 23,441,241 0 △ 23,441,241

(繰越利益剰余金）

16,412,615,103 906,978 131,031,138
処分後残高


